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生活扶助基準に関する検討会報告書 
 

平成１９年 11 月 30 日 

生活扶助基準に関する検討会 

 

１．検討の趣旨・目的等 

 

（１） 本検討会の設置の背景 

 

○ 生活保護制度は、資産、能力等を活用してもなお生活に困窮する者に対して、憲法第２５条に規

定する理念に基づき、健康で文化的な最低限度の生活を無差別平等に保障する最後のセーフテ

ィネットである。生活保護制度における給付には、食費、被服費、光熱水費などの日常生活費に関

する「生活扶助」、家賃などの住居費に関する「住宅扶助」、医療に要する費用に関する「医療扶

助」など８種類の扶助があるが、住宅扶助、医療扶助等は特定の需要に対する給付であるのに対

して、生活扶助は日常生活費に対する金銭給付であるとの意味で最も基本的な給付であるといえ

る。 

 

○ 生活保護の基準は、扶助ごとに厚生労働大臣が定めているが、現行の生活扶助基準は、大きく

は、食費や被服費など個人単位に消費するものとされている「第１類費」と、光熱水費など世帯単

位で消費するものとされている「第２類費」からなり、第１類費は年齢別に、第２類費は世帯人員別

に基準額が定められている。また、それらの基準額は、それぞれ全国の市町村を生活様式や物価

の違いなどを考慮して６つに区分された「級地」ごとに地域差がつけられている。なお、生活扶助とし

て世帯単位で支給される額は、この第１類費と第２類費を合算した生活扶助基準額と、その世帯の

収入について一定の方法で算定した額（収入認定額）との差額である1。 

 

○ この生活扶助基準の水準の妥当性については、社会保障審議会福祉部会に設けられた「生活

保護制度の在り方に関する専門委員会」が平成１６（２００４）年１２月にとりまとめた報告書（以下

「前回の報告書」という。）において、「いわゆる水準均衡方式を前提とする手法により、勤労３人世

帯の生活扶助基準について、低所得世帯の消費支出額との比較において検証・評価した結果、そ

の水準は基本的に妥当であったが、今後、生活扶助基準と一般低所得世帯の消費実態との均衡

が適切に図られているか否かを定期的に見極めるため、全国消費実態調査等を基に５年に一度の

頻度で検証を行う必要がある。」とされた。 

 
1 これは最も単純な場合であり、この他、生活扶助基準に加算がある場合、生活扶助以外の扶助が出る場合など、実際に

支給される額は、それぞれの世帯の実際の必要に応じて算出される。 
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○ また、生活扶助基準に関しては、これとは別に、平成１８（２００６）年７月に閣議決定された「経済

財政運営と構造改革に関する基本方針２００６」において、「低所得世帯の消費実態等を踏まえた

見直し」及び「級地の見直し」を行うこととされている。 

 

○ 今般、５年に一度実施されている直近の全国消費実態調査2の結果を用いて検証・評価する準

備が整ったことから、学識経験者によって専門的な分析・検討を行うため、本検討会が設置された

ものである。 

 

 

 （２） 本検討会における検討項目 

 

○ 本検討会では、前回の報告書において提言された定期的な検証のほか、前回の報告書において

生活扶助基準に関し指摘のあったもののうち、引き続き課題として残っている項目についても検討

した。 

 

○ 本検討会における主な検討項目を整理すると、以下のとおりである。 

① 水準の妥当性 

生活扶助基準の水準が、保護を受給していない低所得世帯における消費実態との均衡が適

切に図られているかどうかに関する評価・検証 

② 体系の妥当性 

生活扶助基準は、個人的経費として年齢階級別に表示された第１類費と、世帯共通経費とし

て世帯人員別に表示された第２類費に分けて定められているが、これらの合算によって算出され

る基準額が消費実態を反映しているかどうかに関する評価・検証 

③ 地域差の妥当性 

現行の級地制度においては、最も高い級地と最も低い級地の基準額の較差が２２．５％となっ

ているが、これが地域間における生活水準の差を反映しているかどうかに関する評価・検証 

④ その他 

働いて得た収入がある場合に、その収入の額に応じて一定額が手元に残る仕組みである勤労

控除が妥当なものとなっているかどうかに関する検討 

 

 

 
2 直近に実施された平成１６（２００４）年の全国消費実態調査は、平成１７（２００５）年７月以降、随時公表され、最終の公

表日は、平成１８（２００６）年１１月である。なお、本検討会では、この全国消費実態調査を平成１９（２００７）年３月以降特

別集計作業を行い、使用している。 
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 （３） 報告書の位置付け等 

 

○ 本検討会は、本年１０月１９日から１１月３０日までの間、５回にわたり、集中的に検討を重ねた。 

 

○ 本検討会では、それぞれの検討項目について、直近の全国消費実態調査の結果等を用いて、

主に統計的な分析をもとに、専門的、かつ、客観的に評価・検証を実施した。 

 

○ 厚生労働省において生活扶助基準の見直しを行う場合には、本報告書の評価・検証の結果を参

考とされるよう期待するものである。 

 

 

２．生活扶助基準の評価・検証 

 

（１） 評価・検証の方法 

   

○ 生活扶助基準の評価・検証を適切に行うにはどのような方法がよいか検討するため、まずは、生

活扶助基準がこれまでどのように設定されてきたかその変遷を振り返ると、 

① 現在の生活保護法が施行された昭和２５（１９５０）年当時の設定方式は「マーケットバスケット

方式」と呼ばれ、最低生活に必要と思われる食費、被服費などを個々に積み上げて基準額が算

出され、 

② 昭和３６（１９６１）年からは、当時の基準栄養量（栄養所要量）を満たしうる食費を理論的に積

み上げ、別途にこの食費を支出している世帯のエンゲル係数を求め、これらから逆算して基準額

が算出される「エンゲル方式」が行われていたが、これらの設定方式では基準額が低い水準にと

どまることから、 

③ 昭和４０（１９６５）年から、国民の消費水準との格差を縮めるため、民間最終消費支出の伸び

率を基礎に、その伸び率以上に基準額を引き上げる「格差縮小方式」を導入し、 

④ その結果、国民の消費実態との均衡上、ほぼ妥当な水準に達したことから、昭和５９（１９８４）

年からは、その均衡した水準を維持・調整する「水準均衡方式」となり、現在に至っている。 

 

○ こうした経緯の中で、生活扶助基準の評価・検証を適切に行うためには、国民の消費実態を詳

細に分析する必要があり、そのためには、全国消費実態調査を基本とし、収入階級別、世帯人員

別、年齢階級別、地域別などの様々な角度から詳細に分析することが適当である3。 

 
3 実際の生活扶助基準の設定に当たっては、実情に応じて、全国消費実態調査以外のデータ等も適時適切に参照するこ

とも必要であるとの指摘があった。 
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（２） 生活扶助基準の水準 

 

   ① 基本的な考え方 

 

○ 生活扶助基準の水準は、健康で文化的な最低限度の生活を維持することができるもので

なければならないが、その具体的内容は、その時代の経済的・文化的な発達の程度のほか、

国民の公平感や社会通念などに照らして総合的に決まるものである。実際の生活扶助基準

の設定に当たっては、水準均衡方式が採用されていることから、その水準は、国民の消費

実態との関係、あるいは本人の過去の消費水準との関係で相対的に決まるものと認識され

ている4。したがって、生活扶助基準の水準に関する評価・検証に当たっては、これらの点を

総合的にみて妥当な水準となっているかという観点から行うことが必要である。 

 

○ なお、本検討会では、生活保護の基準の設定に当たっては、健康で文化的な最低限度の

生活を維持するという観点から、それを下回ることのできない絶対的な水準があり、それは

国民の安心を確保する上で重要ではないかとの指摘があった。しかし、現在の基準額は、か

つて基準額の設定に用いられていた食費などを個々に積み上げる方法による水準より高く5、

仮に現時点でこうした絶対的な水準に準拠したとすると生活保護基準は現行より引き下げら

れるものと見込まれるとともに、現時点では国民的に合意された絶対的な水準が明示され

ているものではない状況にある。 

 

○ 前回の報告書では、生活扶助基準額を改定する際に従前から３人世帯（３３歳、２９歳、４

歳）を標準としてきたことを踏まえ、夫婦子１人の勤労３人世帯の年間収入階級第１・十分

位の消費水準と生活扶助基準額を比較し、均衡が図られているかどうかの検討が行われ

た。 

 

○ 本検討会では、被保護世帯のうち３人世帯は５．５％（平成１８年度平均）に過ぎないこと

を踏まえ、夫婦子１人世帯だけでなく、被保護世帯の７４．２％（同）を占める単身世帯にも

着目し、同様に評価・検証を実施した。 

 

 
4 人々が必要とする消費水準は、過去の消費水準の影響を受けており、そうした意味で、時系列でみた相対的な性

格もある。なお、耐久消費財の普及状況については、一時点のみではなく、時系列でもみる必要があるのではないかと

の指摘もあった。 
5 今回の評価・検証に用いた全国消費実態調査の結果においては、例えば、夫婦子１人（有業者あり）世帯の年間収

入階級第１・十分位におけるエンゲル係数（消費支出額に占める食料費の割合）は０．２１（平均的な世帯（第３・五分

位）は０．２０）、また、単身世帯の第１・十分位のエンゲル係数は０．２７（平均的な世帯（第３・五分位）は０．２３）とな

っている。 
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   ② 消費実態との比較による評価・検証 

 

○ 夫婦子１人（有業者あり）世帯の年間収入階級第１・十分位における生活扶助相当支出額

は、世帯当たり 148,781 円であったのに対して、それらの世帯の平均の生活扶助基準額は、

世帯当たり 150,408 円であり、生活扶助基準額がやや高めとなっている。なお、第１・五分位

で比較すると、前者が 153,607 円、後者が 150,840 円であり、やや低めとなっている。 

 

○ 単身世帯（６０歳以上の場合）の年間収入階級第１・十分位における生活扶助相当支出額

は、世帯当たり 62,831 円であったのに対して、それらの世帯の平均の生活扶助基準額は、

世帯当たり 71,209 円であり、生活扶助基準額が高めとなっている。なお、第１・五分位で比

較すると、前者が 71,007 円、後者が 71,193 円であり、均衡した水準となっている。 

 

○ 生活扶助基準額は、これまで第１・十分位の消費水準と比較することが適当とされてきた

が、 

ア．第１・十分位の消費水準は、平均的な世帯の消費水準に照らして相当程度に達してい

ること 

イ．第１・十分位に属する世帯における必需的な耐久消費財の普及状況は、平均的な世

帯と比べて大きな差はなく、また、必需的な消費品目の購入頻度は、平均的な世帯と比

較しても概ね遜色ない状況にあること 

から、今回、これを変更する理由は特段ないと考える6。なお、これまでの給付水準との比

較も考慮する必要がある。 

 

 

（３） 生活扶助基準の体系 

 

   ① 基本的な考え方 

 

○ 生活扶助基準の体系に関する評価・検証に当たっては、世帯構成などが異なる生活保護

受給者の間において実質的な給付水準の均衡が図られる体系としていくべきとの観点から

行い、その上で、必要な見直しを行っていくことが必要である。 

 

 
6 ただし、これまで比較の対象としてきた夫婦子１人世帯の第１・十分位の消費水準は、第３・五分位の７割に達してい

るが、単身世帯（６０歳以上）については、その割合が５割（第 1・五分位でみると約６割）にとどまっている点に留意する

必要がある。 
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○ 現行の生活扶助基準の体系は、世帯人員別及び年齢別の基準額を組み合わせるものと

なっているが、これら相互の関係の基軸になっているのは、標準３人世帯（３３歳、２９歳、４

歳）の基準額である。具体的には、まずは標準３人世帯の基準額を定め、これを個人的経費

の第１類費と世帯共通経費の第２類費に一定の割合で分けた上で、第１類費は年齢階級別

に一定の割合で１人当たりの基準額に分解するとともに、他の年齢階級の基準額を算出し、

一方の第２類費も世帯人員３人の場合に対する一定割合で他の世帯人員の基準額を算出

している。 

 

○ 前回の報告書では、消費実態との比較において、世帯人員別にみた課題として、次のよう

な指摘がされている。 

(ⅰ) 人数が増すにつれ第１類費の比重が高くなり、割高となっていること 

(ⅱ) 単身世帯については、消費実態を反映したものとなっておらず、第１類費と第２類費

に区分する実質的意味が乏しいことも踏まえ、別途の基準を設定することについて検討

することが望ましいこと 

 

○ これらの指摘を受けて、すでに平成１７（２００５）年度より、第１類費について４人以上の

世帯の場合に、一定程度、規模の経済（スケールメリット）を考慮に入れて設定しているとこ

ろであるが、本検討会では、見直し後の世帯人員別、年齢階級別の基準額について、改め

て消費実態を反映しているか評価・検証を実施した。 

 

   ② 消費実態との比較による評価・検証 

    

(ｱ) 世帯人員別の基準額の水準 

 

○ 世帯人員別に設定された生活扶助基準額の評価・検証を行うため、第１・五分位におけ

る世帯人員別の生活扶助相当支出額と比較すると、仮に世帯人員が１人の世帯の生活扶

助基準額及び生活扶助相当支出額を、それぞれ１としたときの比率で、４人世帯は生活扶

助基準額が 2.27 と、生活扶助相当支出額の 1.99 に比べて相対的にやや高め、5 人世帯

でも生活扶助基準額が 2.54 と、生活扶助相当支出額の 2.14 に比べて相対的にやや高め

となっており、世帯人員４人以上の多人数世帯に有利であり、世帯人員が少ない世帯に不

利になっている実態が見られる。 
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(ｲ) 年齢階級別の基準額の水準 

 

○ 年齢階級別に設定された生活扶助基準額の評価・検証を行うため、単身世帯の第１～

３・五分位における年齢階級別の生活扶助相当支出額と比較すると、仮に６０歳台の生活

扶助基準額及び生活扶助相当支出額を、それぞれ１としたときの比率で、２０歳～３９歳で

は生活扶助基準額が 1.05 と、生活扶助相当支出額の 1.09 に比べて相対的にやや低め、

４０歳から５９歳では生活扶助基準額が 1.03 と、生活扶助相当支出額の 1.08 に比べて相

対的にやや低めになっている。一方、７０歳以上では生活扶助基準額が 0.95 と、生活扶助

相当支出額の 0.88 より相対的にやや高めであるなど消費実態からやや乖離している7。 

 

(ｳ) 第１類費と第２類費の区分 

 

○ 現在の生活扶助基準は、年齢階級別に設定された個人的経費の第１類費と、世帯人員

別に設定された世帯共通経費の第２類費に分けられているが、実際の消費実態がこうした

考え方に当てはまるか評価・検証を行った。 

 

○ その結果、個人的経費である第１類費相当の支出額についても世帯人員によるスケール

メリットがみられ、また、世帯共通経費である第２類費相当の支出額についてもその世帯員

の年齢階級別で差がみられた。したがって、第１類費と第２類費に区分された基準額が実

際の消費実態を反映しているとはいえない状況となっているといえる。 

 

○ このため、世帯人員別のスケールメリットを消費実態に合わせて反映させるためには、必

ずしも第１類費、第２類費に区分する必要性はないと考えられる。 

また、仮に第１類費と第２類費の区分を廃止した場合には、単身世帯を基礎において世

帯人数に応じて増加額が逓減する体系とすることにより、世帯の消費実態を生活扶助基

準に反映させることが可能である。 

 
7 稼働年齢層の生活扶助基準額については、勤労控除との関係も考慮する必要がある。 
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(ｴ) 標準世帯 

 

○ 生活保護制度においては、しばしば「標準世帯」が取り上げられてきた。この「標準世帯」

とは、昭和２５（１９５０）年当時は「標準５人世帯（６４歳男、３５歳女、９歳男、５歳女、１歳

男）」のことであったが、昭和３６（１９６１）年からは「標準４人世帯（３５歳男、３０歳女、９歳

男、４歳女）」となり、昭和６１（１９８６）年以降は、「標準３人世帯（３３歳、２９歳、４歳）」と

なり現在に至っている。 

 

○ 改めてこの「標準世帯」の意味について考えてみると、(a)生活扶助基準の改定に際して

生活扶助基準の基軸となる世帯として利用するもの、(b)国民に生活保護の基準を分かり

やすく説明する際にモデルとして利用するもの、という２つの役割があるが、(b)については、

生活扶助基準を説明する際、すでに、単身世帯、複数人員世帯など標準３人世帯以外の

モデルも利用していることから、実質的には(a)の意味合いが強い。 

 

○ (a)の「生活扶助基準の基軸」としての役割に関していえば、仮に生活扶助基準の体系が

消費実態と整合性が取れているのであれば、現行のように、必ずしも標準３人世帯を基軸

として基準額を設定する方式をとる必要はなく、また、要保護者の保護の基準の設定という

点では、複数人員世帯より単身世帯に着目して生活扶助基準を設定することが可能であ

る。 

 

 

（４） 生活扶助基準の地域差 

 

   ① 基本的な考え方 

 

○ 現行の級地制度は、地域における生活様式や物価差による生活水準の差を生活保護

基準額に反映させることを目的としたものである。 

 

○ 前回の報告書において、「一般世帯の生活扶助相当消費支出額をみると、地域差が縮

小する傾向が認められ」、「今後詳細なデータによる検証」を実施する必要があるとされた

ことから、今回、改めて消費実態について評価・検証を実施した。 
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   ② 消費実態との比較による評価・検証 

 

○ 現行の級地制度における地域差を設定した当時（昭和５９（１９８４）年）の消費実態と、

直近（平成１６（２００６）年）の消費実態を比較すると、地域差が縮小している傾向がみら

れる。 

 

○ 世帯類型、年齢階層などで実際の生活様式は異なるとしても、平均的には、現行の地域

差を設定した当時と比較して、地域間の消費水準の差は縮小してきているといえる。 

 

 

（５） 勤労控除の在り方 

 

   ① 基本的な考え方 

 

○ 現行の勤労控除は、最低生活費から収入認定額を差し引いた差額を支給する生活保

護制度において、勤労収入に応じて一定程度を控除することにより、生活保護受給者の手

元に残る金額を増やすことを目的とするものである8。 

 

○ 勤労控除としては、基礎控除のほか、特別控除9、新規就労控除10、未成年者控除11が

あるが、このうち基礎控除が基本となる控除である。基礎控除は、(a)勤労に伴う必要経費

の補填に充てること、(b)勤労意欲の増進及び自立の助長を図ること、を目的として、勤労

収入 8,000 円までは全額控除し、それを超える収入については、級地別の上限額（1 級地

で月額 33,190 円）での範囲で、収入に比例して控除額が増加する収入金額比例方式が

採用されている。12

 

○ 勤労控除については、現行の趣旨・目的に照らして、勤労に伴う必要経費は認められる

か評価・検証を行うとともに、現行の仕組みが勤労意欲を効果的に高めるものであるか議

論した。 

 
8  「勤労控除」という表現は、生活保護受給者をはじめ一般的に分かりにくい名称となっている。「手元に残る金額」

などのように、生活保護受給者等にとって分かりやすい表現とすることが望まれる。 
9  「特別控除」は、就労に伴う収入を得ている者について年間を通じて一定の額（上限額 150,900 円）までを控除す

るもの。  
10  「新規就労控除」は、中学校や高等学校を卒業して初めて継続性のある職業に就いた場合などに一定の額（月

額 10,400 円）を就労から６ヶ月間に限り行うもの。 
11  ２０歳未満の者が就労収入を得ているときは、一定の額（月額 11,600 円）を控除するもの。 
12  例えば、収入が5万円であれば控除額は15,220円、収入が10万円であれば控除額は23,220円となっている。 
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   ② 消費実態との比較による評価・検証 

    

○ 勤労控除について①の「(a)勤労に伴う必要経費の補填に充てる」という役割については、

就労に関連する経費（外食費、被服費、クリーニング代等、就労に伴うと考えられる支出費

目）の実態をみると、収入の１割程度となっている。 

 

   ③ 勤労意欲に関する議論の整理 

 

○ 勤労控除について①の「(b)勤労意欲の増進及び自立の助長を図る」という役割について

は、 

 ア．収入の増加に伴ってその分保護費が減額されるとすると勤労意欲を阻害すると考えら

れることから、一定程度の手元に残る金額を増加させる必要があり、 

 イ．特に、保護からの脱却に資するような仕組みを検討するべきであるが、 

 ウ．どのような仕組みが勤労意欲を高めるかについては、実証的に検証する必要がある。 

 

○ 一方、生活保護受給者について勤労控除を引き上げると手元に残る金額を増加させるこ

とになり、生活保護を受けずに働いている低所得者層との間で所得の逆転が起きるなどの

問題がある。また、法の目的に自立の助長が含まれていることからその目的の範囲内であ

れば勤労控除により給付額が引き上がることにも正当性があるという考え方も示された。 

 

○ また、現行制度では、勤労控除で手元に残る金額が増えた場合、生活保護から脱却しに

くくなる側面もある。他方、生活保護を受けながら自立を図る世帯を想定した場合、勤労控

除には就労を継続するという役割があるという指摘があった。 

 

○ したがって、勤労意欲を一層増進する工夫を図るべきであるが、どのような工夫が可能か

については、上記の点を踏まえた検討を行うべきである。 
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